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＜特集「周術期管理チーム」＞
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抄　　録

近年，周術期における薬剤師の役割が注目されている．これまで周術期医療は，侵襲性が極めて高い

にもかかわらず，主に麻酔科医が単独で薬を準備し投与しているのが一般的であったはずである．しか

し社会の高齢化や医薬品の多様化は，周術期管理の複雑性を増しており，他職種連携による安全対策の

強化が重要となっている．このような状況の中，薬剤師の周術期への参画が進められ，既に医療事故減

少への効果や医療経済への貢献に関する報告が多数挙げられている．とりわけ術前薬剤師外来の設置や

術後の疼痛管理など，患者の手術決定から術後までを通した“シームレスな薬学的管理”の実践が周術

期医療の質の向上につながっている．今後，超高齢社会を向かえる本邦において，より安全で質の高い

医療をおこなっていくためには，薬剤師の周術期への関与が極めて重要である．
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Abstract

The role of pharmacists in the perioperative period has attracted attention. Perioperative medicine is

extremely invasive, but it has been common for anesthesiologists to prepare and administer drugs alone.

However, the aging of society and the diversification of medicines make management of perioperative become

complicated, and it is necessary to strengthen safety measures through collaboration with other health care

workers. Recently, participation of pharmacists in the perioperative period has been promoted, and there are

many reports on reduction of medical accidents and contributions to the medical economy. In addition, the

practice of“seamless pharmaceutical care”from the patient’s surgery decision to post-surgical manage-
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は　じ　め　に

周術期における医療従事者の責務は，患者に

安全で質の高い手術を施すことである．近年の

医療技術の進歩や診断群分類包括評価制度

（DPC）の導入は，在院日数の短期化や医療の効
率化を加速させている．その一方で，医療の高

度化や日本社会の高齢化は，周術期管理の複雑

性と重要性を増す．これまでの周術期管理は麻

酔科医が中心となり，外科医，看護師，臨床工

学技士らとおこなっていた．しかし抗血栓薬の

休薬漏れによる手術の延期や手術室内での薬剤

取り違え，抗血栓薬の再開忘れなど医薬品関連

の医療事故が多数報告され1-3），新しい体制の構

築が求められていた．そこで薬剤師による周術

期管理へのかかわりが注目され始めたのである．

本稿では周術期の薬学的管理について，他施

設での取り組みを交えながら，当院の現状と今

後の展望について述べていきたい．

周術期と薬剤師の関わり

従来，病院薬剤師業務は主に処方薬の調剤に

留まっていた．しかし近年では，注射薬無菌調

製や病棟薬剤業務のほか，感染対策チーム（ICT），
栄養サポートチーム（NST）などの各種チーム
における薬剤師の役割が注目されている．その

一方で，患者の周術期管理や手術室内での医薬

品管理への薬剤師の関与は未だ十分でない．持

参薬鑑別や病棟薬剤業務などを通じ，薬剤師が

周術期の薬学的管理に携わる機会が徐々に増え

てきたものの，周術期を手術決定から術後の回

復，その後の社会復帰までと捉えた場合，病院

薬剤師の関わりはまだまだ限られたものである．

周術期あるいは手術室内では，麻薬や筋弛緩

薬等の法的に厳格な管理が求められる医薬品が

数多く使用されるにも関わらず，各医薬品の請

求や補充，取り揃え，使用薬剤の調製など，こ

れらに係る薬のリスクのほとんどをこれまで医

師や看護師が負担してきたといえる．ところが

2000年の宮城県内で起きた筋弛緩薬点滴事件を

契機に，毒薬・劇薬の適正な管理が強化され4-6），

医薬品安全管理責任者としての薬剤師の存在が

注目されるようになった．さらに新薬の開発や

後発医薬品の使用推進は，手術室で使用される

薬剤の多様性を増し，医薬品管理の複雑性をも

増している．このような状況のなか，日本麻酔

科学会は手術室への薬剤師の参画を要望し，日

本病院薬剤師会も手術室内での医薬品管理を薬

剤師の役割として位置づけた7）．その後，日本病

院薬剤師会は「根拠に基づいた周術期患者への

薬学的管理ならびに手術室における薬剤師業務

のチェックリスト」を公表し，薬剤師が手術室

の医薬品管理に留まらず，周術期の薬学的管理

にまで関与していくことを示した8）．2017年度

の病院薬剤部門の現状調査によると9），薬剤師が

手術関連業務（手術室での医薬品管理や注射

ルート管理，薬剤混注など）に関与している施

設の割合は42.5％（2,544施設中1,080施設），
500床以上の施設に限れば80.7％（316施設中
255施設）であった．これは多くの施設で薬剤師

が何らかの形で手術室業務に参画するように

なったことを意味する．しかし実際には，周術

期の薬学的管理に関する内容やその程度につい

ては施設間で大きな差がある．これは主に薬剤

師の人員不足や手術室での薬剤師業務に診療報

酬が認められていないことに起因する．特に後

者については，日本病院薬剤師会が診療報酬の

加算を要望しているが6），未だ実現には至ってい

ない．

ment, for example a preoperative pharmacist clinic or pain management after surgery, improve the quality

of perioperative medical care. Super-aging society in Japan, participation in perioperative period of the phar-

macist is extremely important for safer and higher quality medical care.

Key Words: Perioperative period, Pharmacist, Pharmaceutical care.
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周術期への薬剤師参画のメリット

既報では，薬剤師が持参薬鑑別や手術室での

医薬品管理を実施することで，医師や看護師の

負担軽減，医療事故の減少をもたらすことが報

告されている10-12）．また池見らは手術室への薬剤

師の参画による使用薬剤の医事請求漏れや医薬

品在庫金額の減少などにより，年間約1,700万円
の経済的効果があると算出している13）．つまり

薬剤師参画に対する診療報酬上の加算はないも

のの，病院経営に大きな利益をもたらす可能性

がある．

そのほかにも薬剤師参画による効果が期待さ

れる．例えば，薬剤師が手術室内における適切

な抗菌薬投与や使用薬剤の無菌調製に関与する

ことで，周術期の感染リスクを軽減できる可能

性がある．また術後の疼痛コントロールに介入

することで，患者の早期回復に貢献できる場合

がある．そしてこれらが患者の在院日数の短縮

につながり，日常生活動作（ADL）や退院後の
生活・生産性への悪影響を防止できる可能性が

ある．そのうえ，在院日数の短縮は病床稼働率

の上昇をもたらし，病院経営にとっても極めて

重要である．そして，適正な術前管理の実施が

患者満足度の向上に寄与すると報告されている

ように14-15），「患者に選ばれる病院」となるため

にも適正な周術期管理は不可欠なことであると

いえる．

周術期管理チーム薬剤師認定制度の開始

日本麻酔科学会は，周術期診療の質のさらな

る向上を目指し，薬剤師を対象とした「周術期

管理チーム薬剤師認定制度」を2016年度に開始

した16）．申請要件には，薬剤師としての病院・

診療所勤務歴を5年以上有し，そのうち2年以上

の周術期関連の実務経験があることなどが挙げ

られている17）．2019年4月1日時点の薬剤師認定

の資格保持者は100名以上にのぼっており18），さ

らなる増加が期待される．

他施設での取り組み

他施設における周術期の薬学的管理の先駆的

な取り組みを紹介する．

1．術前薬剤師外来の設置

岡山大学病院では術前薬剤師外来を設置して

おり，使用中の薬剤がある手術予定患者を対象

に薬剤師が入院前に面談をおこなっている19）．

そこで薬剤師は休薬すべき薬剤の確認や休薬に

関する指導のほか，アレルギー歴，副作用歴，

コンプライアンス等を確認している．同施設の

麻酔科が関わる年間約7,000件の予定手術のう
ち，薬剤師の面談件数は半数以上にのぼり，薬

剤師が専従介入することによって，術前休薬漏

れによる手術中止件数が減少したことを報告し

ている．

2．病院と保険薬局との地域連携

東邦大学医療センター大森病院では，病院と

保険薬局が協働し，周術期のシームレスな薬学

的管理に向けた取り組みを開始している20）．同

施設では，保険薬局やかかりつけ薬剤師による

術前休薬に関する服薬指導や術前休薬すべき薬

剤の一包化からの抜薬が確実な術前休薬につな

がるとし，その情報共有のためにお薬手帳やト

レーシングレポートの活用を検討中である．ま

た地域の薬剤師会と連携の下，周術期地域連携

セミナーを定期開催し，周術期医療の薬学的な

問題点を共有できる体制作りを目指している．

3．手術室内での取り組み

三重大学医学部附属病院では，2012年から

「イエローカード」を使った多職種間でのアレル

ギー情報の共有と注意喚起を実施している21）．

薬剤師は術前に手術予定患者のアレルギー歴を

抽出し，それが薬剤や手術室内の医療材料（ラ

テックスやアルコール）に関連する場合にはそ

のカードに記入する．これを手術用薬品トレー

に貼付することで，麻酔科医や手術室看護師に

アレルギー情報を周知し，薬剤師は手術時に使

用を避けるべき薬剤を手術用薬品トレーから抜

いたり，代替薬の提案をおこなったりする．こ

の取り組みの導入後，術中のアレルギー発症を

防止でき，安全に手術を実施できたと報告して

いる．また同施設では，麻酔科医や看護師の負

担軽減，薬剤の調製ミス防止のため，薬剤師が局

所麻酔剤の充填などの無菌調製を実施している．
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4．術後疼痛管理

済生会横浜市東部病院では，術後疼痛管理

チーム（Acute Pain Service : APS）を設立し，
薬剤師が医師，看護師，管理栄養士，事務職員

とともに，術後疼痛管理の向上に努めている22）．

術後疼痛は術後患者の回復に大きく影響するた

め，その管理は極めて重要である．APSは麻酔
科管理の手術症例を対象に回診をおこない，そ

のなかで薬剤師は疼痛管理薬や悪心/嘔吐
（PONV）の発現状況を確認する．回診時に疼痛
コントロールが不良な症例に対しては，PCAや
内服薬の指導，鎮痛剤の追加等を提案する．ま

た術後の疼痛管理が不十分なことが多い術式に

関しては，クルニカルパスの見直しをおこない，

術後疼痛管理薬の変更などを提案している．同

施設はこのAPSの活動により，術後疼痛レベル
の軽減につながったことを報告している．

当院における周術期薬学的管理の
現状と展望

当院における周術期の薬学的管理の現状とそ

の展望について①術前，②手術室，③術後に分

けて述べる（図1）．

1．術前の薬学的管理

当院では2013年3月に入退院センターを開設

した．また同年4月から薬剤師が配置され，現

在では平日の午前中に2名の薬剤師が常駐し，

入院患者の持参薬鑑別をおこなっている．入退

院センターでの持参薬鑑別実施患者数は経年的

に増加しており（図2），従来病棟でおこなって

きた「入院後」の持参薬鑑別よりも早期の段階

である「入院時」に薬剤師が関与するように

なってきたことがわかる．

薬剤師は持参薬鑑別の際に薬物間相互作用の

確認や院内の代替薬を提案するとともに，抗血

栓薬などが含まれていないかを確認する．対象

薬剤が含まれている場合には電子カルテ上にそ

の旨を記載し，医療者に対して注意喚起を図っ

ている．患者1人あたりの持参薬数は加齢とと

もに増加する傾向にあり23），高齢化はいわゆる

“ポリファーマシー”の問題を生じる．そしてま

たこの“ポリファーマシー”は術前の薬剤管理

の複雑性を増す．田口らの報告では，薬剤師が

常駐していない周術期管理センターの設置によ

り，麻酔リスクの事前評価が不十分なことによ

る手術延期件数は減少したが，休薬管理が不十

分なことによる延期件数は減少しなかったとし

ている24）．これは単に同センターに薬剤師が常

駐していなかったためではなく，患者の高齢化

や合併疾患の複雑化が抗血栓薬内服患者の増加

をもたらし，さらに近年の後発医薬品や一般用

医薬品，サプリメントの普及が休薬漏れのリス

クを高めているためであるとしている．つまり

超高齢社会を向かえ，セルフメディケーション

を推進する日本社会において，確実な術前の薬

剤管理をおこなっていくためには，薬剤師の深

い関与が望まれる．

また現状では，入院後に各病棟の担当薬剤師

が手術予定患者を術前訪問し，常用薬（サプリ

メントを含む）や副作用歴・アレルギー体質の

確認，そのほか周術期に使用する薬剤の説明や

投与量の確認をおこなっている．しかしこのよ

うに薬剤師の関与が手術直前（入院時や入院後）

になってしまうことは，周術期リスクの評価が

不十分となる可能性を否定できない．したがっ

てより適正な術前管理をおこなっていくために

は，現状よりも早期の段階，つまり「入院前」

から薬剤師が手術予定患者に対して関与してい

くことが望まれる．そこで当院では術前薬剤師

外来の設置を検討中である．この術前薬剤師外

来では，患者情報をあらかじめ収集し，周術期

リスクの事前評価と軽減を目的とする．つまり

現状よりも早期の段階で薬剤師が薬学的管理を

おこない，周術期医療の質と安全性の向上に寄

与していきたいと考えている．このなかの具体

的な取り組みとして，抗血栓薬等の術前休薬が

必要な薬剤を使用している患者に対しては，休

薬に係る服薬指導や休薬実施を確認するための

テレフォンフォローアップ実施を検討している．

そのほか，血糖降下薬やビグアナイド系糖尿病

薬，ステロイドカバーなどに関する周術期の薬

物療法の立案にも入院前から取り組んでいきた

いと考えている．

なお先述のように，セルフメディケーション
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図1 当院における周術期薬学的管理の展望

図2 入退院センターにおける持参薬鑑別実施患者数

2015年4月から2019年7月までの持参薬鑑別実施患者数の推移を示す．

入退院センターで持参薬鑑別を実施する患者数は経年的に増加している．
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を推進する日本社会において，今後はサプリメ

ントの使用に関しても術前介入の必要性が増す

可能性がある．しかし当院の現状では，EPAや
DHAなどの血小板凝集抑制作用を有するもの，
セントジョーンズワートのような他の薬剤との

相互作用が懸念されるものに関しても具体的な

休止期間は設けてはおらず，周術期への影響に

ついては各担当薬剤師や主治医の判断にほとん

ど委任している．これはサプリメントの作用機

序や成分に関する情報が限られており，周術期

への影響を明らかにする科学的根拠に乏しいこ

とが要因にある．米国麻酔科学会では，場合に

応じて術前2週間以上のサプリメント中止を推

奨しているが25），本邦でこのような推奨はほと

んどない．したがってこれらの休止期間等につ

いても，今後当院で検討していくべき課題であ

ると考えている．

2．手術室における薬学的管理

当院では2014年10月から手術室への薬剤師常

駐を開始しており，平日の日勤帯に2名の薬剤

師が手術室で使用される医薬品の管理を担って

いる．例えば，手術室の定数配置薬の使用量の

確認や補充，その使用期限の確認を日々おこ

なっている．また麻薬と筋弛緩薬については，

術後に空バイアルと残液をすべて回収し，その

使用量を施用票などと照合して，術中使用量を

事後鑑査している．また手術室にある向精神薬

や麻酔薬など，管理に特別な注意を要する医薬

品については，毎日決まった時刻に定数の確認

をしている．

今後の展望として，引き続き適正な医薬品管

理に寄与しながら，手術室内の不良在庫の見直

しや医事請求漏れ防止に努めていく．また麻薬

や筋弛緩薬以外にも，手術経過記録簿や施用票

などに記載されている医薬品と残液や空バイア

ルに基づく実際の使用量を照合し，手術室内で

使用した薬剤について処方鑑査をおこなう．そ

のほか術中の配合変化や薬剤の追加投与の必要

性などに早急に対応できるよう，医薬品情報の

提供体制の整備も重要である．また手術室内に

クリーンベンチを設置し，術中使用薬のミキシ

ングやPCAポンプの充填などをおこなっていく
ことも今後の検討課題としている．

3．術後の薬学的管理

平成28年度の診療報酬改定では，病棟薬剤業

務実施加算2が策定され，一般病棟だけでなく，

薬剤師が集中治療室等で薬剤関連業務を実施し

た場合，診療報酬の算定が認められるように

なった．そこで当院でもICUやPICUに担当薬剤
師を配置し，薬剤投与量や配合変化情報などの

薬学的知見に基づいた情報提供や提案を一般病

棟と同様におこなっている．

また患者の退院時には退院後の服薬管理など

に係る指導をおこない，患者のスムーズな社会

復帰に向け支援している．現時点での実施件数

は少ないものの，退院時共同指導や薬剤管理サ

マリー（図3）を活用した地域の医療機関との患

者情報の共有を図っている．

今後は手術室担当薬剤師と各病棟担当薬剤師

が連携し，術後疼痛の緩和やPONVなどの術後
合併症の軽減と早期退院に向けた取り組みをお

こなっていきたい．また退院時には先述のツー

ルを活用し，地域連携をさらに密にしていく必

要があると考えている．

最　　後　　に

これまで薬剤師の関与が十分とはいえなかっ

た周術期医療において，薬剤師の参画とその意

義が注目されている．薬剤師は患者の手術決定

から術後のフォローアップまで，シームレスな

薬学的管理の実践を求められるようになってき

た．薬剤師が他職種と協同して周術期管理をお

こなうことは，医療の質と安全性の向上に資す

るとされ，今後のさらなる活躍が期待される．

医療の高度化と高齢化が進む日本社会において，

この重要性がより一層高まることは間違いない

だろう．

開示すべき潜在的利益相反状態はない．
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図3 当院の薬剤管理サマリーの例
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